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まず、平成３０年度伊丹市一般会計歳入歳出決算について御説明申し上げます。 

平成３０年度は、第５次総合計画の後期事業実施５カ年計画の３年目として、そ

の将来像であります「みんなの夢 まちの魅力 ともにつくる 伊丹」の実現に向

けた施策を着実に推進いたしました。特に市政運営の柱である「安全・安心のまち

づくり」と「人づくり」に注力いたしました。「安全・安心のまちづくり」では、

昨年６月に発生した大阪府北部地震や７月の豪雨、９月の台風２１号など多くの自

然災害に見舞われたことにより、公共施設等で倒壊の危険性があるブロック塀の撤

去や、道路に面する個人住宅のブロック塀等撤去補助制度の創設､猪名川運動広場な

どの災害復旧工事を実施しました。 

また、兵庫県や近隣市の医療関係者等で構成する、市立伊丹病院あり方検討委員

会を設置し、高度急性期医療を担う中核病院の必要性、他の医療機関との連携のあ

り方等、市立伊丹病院の今後の方向性について検討しました。 

さらに、「伊丹市新庁舎整備基本計画」に基づき、市民ワークショップやシンポ

ジウムを開催し、広く市民の意見を取り入れつつ新庁舎整備基本設計を策定しまし

た。 

「人づくり」では、新たな保育所の整備とともに、宿舎借り上げや保育人材の斡

旋にかかる経費補助など、民間の保育事業者を支援し、年度当初の保育所待機児童

ゼロを平成２９年度から３年連続で達成しました。 

また、「伊丹市幼児教育推進計画」に基づき、国に先駆け幼稚園・保育所・認定

こども園等の就学前施設に通う市内在住の４・５歳児を対象とした保育料等の無償

化を実施しました。さらに､子育て家庭の経済的負担を軽減するため小学１年生から

中学３年生までの医療費の助成内容を拡大しました。 

また、策定から３年目となります、「行財政プラン」に掲げる財政指標の目標達

成に向け、同プランに基づく財政規律を堅持し、健全な財政運営に努めました。そ

の他、各種施策を推進し市民の皆様はもちろんのこと、市外の方からも伊丹のまち



を「訪れてみたい」、「住んでみたい」、「住み続けたい」と感じていただけるよ

う、まちづくりを進めました。 

それでは、まず、平成３０年度の財政状況について、御説明申し上げます。 

一般会計の歳入総額は、７２６億４，３９１万１，０００円、歳出総額は、７１

４億９，８７０万６，０００円となり、ここから翌年度へ繰り越すべき財源を差し

引いた実質収支は、８億４２９万３，０００円となりました。歳入におきましては、

その根幹をなす市税が総額で、３０７億９，７１３万７，０００円と、前年度に比

べ、４億４，５０５万７，０００円、１．５％の増となりました。 

また､市債の発行額は、認定こども園整備事業等が増加した一方で、学校施設整備

事業等の減により､４８億１，２６１万２，０００円となり、前年度に比べ、１億２，

９２２万９，０００円、２．６％の減となりました。 

歳出につきましては、扶助費が、保育所や認定こども園等の就学前施設へ支弁す

る施設型給付費や、保育所保育委託料、また、障害福祉サービス費等の社会保障関

係経費の増加等により､２２４億８，０３６万９，０００円となり、前年度に引き続

き、過去最高額を更新したことに加え、歳出全体に占める割合も、３１．４％と高

い水準で推移しております。人件費は、人事院勧告等の影響による給料等が増加し

た一方で、前年度に比べて退職者数が減少した影響によりまして、１２０億３，１

１７万７，０００円となり、前年度に比べ、９，９８２万７，０００円、０．８％

の減となりました。 

また、普通建設事業費は、幼児教育推進計画に基づく認定こども園整備事業を実

施した一方、前年度に実施した学校施設整備事業や、自転車駐車場施設整備事業等

の減により、３７億４，９７３万７，０００円となり、前年度に比べ、８億９，２

７４万８，０００円、１９．２％の大幅な減となりました。 

次に、市の貯金であります、財政調整基金につきましては、地方財政法の規定に

基づく、決算剰余金の積立てを行った一方、幼児教育無償化に伴う取崩しを行った

結果、総額で７３億５８６万６，０００円となり、前年度に比べ、３億４９４万４，

０００円、４．０％の減となりました。 

次に、市の借金に当たります、地方債残高につきまして、主に建設事業の財源と



して発行してまいりました普通債は、前年度に比べ、２７億１，０９１万１，００

０円減少し、２６０億５３１万３，０００円となり、平成１２年度のピーク時の残

高、約５９１億円からみますと､２分の１を下回る水準となっております。 

一方、特例債は、地方交付税の代替措置であります、臨時財政対策債の発行によ

り増加しているものの、地方債現在高の総額といたしましては、前年度に比べ、２

１億８，３８６万３，０００円減少し、５８８億円８，００５万６，０００円とな

っております。 

次に､地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく指標について御説明申し

上げます。 

まず、実質赤字比率と実質連結赤字比率につきましては、黒字のため、前年度と

同様に該当がなく、実質公債費比率は、６．６％と、前年度に比べ、０．５ポイン

トの減少、将来負担比率は、公債費充当可能財源等が将来負担額を上回ったため該

当なしとなりました。なお、同法に基づく、公営企業の資金不足比率については、

該当がございませんでした。 

こうした状況のもと、平成３０年度に推進してまいりました、主な取り組みにつ

いて、総合計画の体系に沿って、御説明申し上げます。 

初めに、基本方針１『参画と協働による市民自治』についてでありますが、地域

コミュニティの基盤強化を図り､市民による主体的なまちづくりの推進を目的とした

「伊丹市地域自治組織の設立等に関する条例」に基づき、稲野・緑丘・池尻の３小

学校区の地域自治組織に対し、地域ビジョン策定を支援しました。 

次に、基本方針２『多様性を認め合う共生社会』についてでありますが、女性・

児童センター南側敷地での「わかばこども園」整備に伴う､女性交流サロン等の解体

工事や､北側敷地に整備する新児童館の設計に着手するとともに、男女共同参画機能

を伊丹商工プラザ５階に移転するための設計を実施しました。 

また、性的マイノリティへの理解を促進するため、教材を作成し小・中学校で授

業を実施しました。 

次に、基本方針３『自立的な行財政運営』についてでありますが、第６次総合計

画策定に向け、第５次総合計画の評価・検証や全世帯対象のアンケート調査を実施



しました。 

次に、政策目標１『支え合いの心でつくる安全・安心のまち』についてでありま

すが、まちなかミマモルメの利用を促進するため、認知症高齢者や障がい者に加え、

小学１年生の利用者負担を全額無料としました。災害時の生活用水確保のため、市

民や企業等が所有する３４カ所の井戸を災害時協力井戸として登録いただきました。 

多様化する救急ニーズに対応するため、最新資器材を装備した高規格救急車１台

を更新しました。ウイルス性肝炎の早期発見・早期治療を目的として、４０歳以上

５歳刻みの市民を対象にウイルス検査無料クーポン券を送付しました。介護予防と

して様々な団体が実施する「いきいき百歳体操」について、新たな団体の立ち上げ

支援や各団体の活動支援を行いました。団塊の世代が後期高齢者となる２０２５年

を見据えて、高齢者が住み慣れた地域で日常生活を送ることができるよう、「伊丹

市高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画」に基づき、地域包括支援センタ

ーの機能を強化し、医師、看護師、及び社会福祉士からなる認知症初期集中支援チ

ームを結成するとともに、介護予防拠点づくりの取り組みを支援しました。 

また、地域密着型サービス施設の整備支援を行うことで、新たに定期巡回・随時

対応型訪問介護看護など３カ所を整備する事業者を決定しました。 

「伊丹市手話言語条例」を制定し、聴覚障がい者や手話に対する理解を広めるため、

市内公共施設や学校園、市バスへのポスター掲示、手話講座に講師を派遣するなど

の啓発活動を行いました。 

次に、政策目標２『未来を担う人が育つまち』についてでありますが、幼児教育

のさらなる充実に向け、伊丹幼稚園・おぎの幼稚園で預かり保育、及び３歳児の未

就園児を対象としたプレ保育を先行実施しました。令和２年４月開園を目指す「さ

くらだいこども園」や「わかばこども園」、稲野公園内に移転整備する「こばと保

育所」の設計等を実施しました。また、令和４年４月開園を目指す「南西部こども

園」の設計に着手しました。不育症の検査・治療を受けられた方の経済的な負担軽

減を図るため、その費用を一部助成する制度を創設しました。グローバル化を見据

えた英語教育推進のため、語学指導等を行う外国青年招致事業、いわゆるＪＥＴプ

ログラムを活用して、外国人英語指導助手を１名増員し、外国語授業等の充実を図



りました。部活動の指導体制の充実と、中学校教諭の部活動指導にかかる業務の負

担軽減を図るため、モデル校２校に部活動指導員を配置しました。子どもたちを取

り巻く環境を改善し、問題行動や不登校の未然防止・早期解決を図るため、社会福

祉士または精神保健福祉士の資格を有するスクールソーシャルワーカーを全中学校

区に配置しました。学校・家庭・地域が連携・協働して、社会総がかりで子ども達

を育むため、学校運営協議会を新たに小学校６校・中学校１校に設置し、計２４校

がコミュニティ・スクールとなりました。市民の学習活動の成果を地域に還元する

人材の育成に取り組むため、「まちなか公民館」をスタートしました。 

次に、政策目標３『にぎわいと活力にあふれるまち』についてでありますが、Ｊ

Ｒ伊丹駅前カリヨン広場周辺に英語やピクトグラム、やさしい日本語を用いた案内

看板を設置するとともに、藤棚の拡張整備を行いました。にぎわいの創出と商業の

活性化を図るため、市内の商店街等が主体となって行うイベント実施に係る費用や、

一定期間空き店舗となっている物件への新規出店を支援しました。製造業を中心と

した工業系事業所の立地を促進するため、事業所を新設・増設・移設、賃借する事

業者等に対して奨励金等の支援を行いました。「伊丹市都市農業振興基本計画」に

基づき、学校給食での地産地消・食育の推進などに取り組むとともに、施設園芸の

振興として農機具購入支援などを行いました。若年層に対する就労支援セミナーや

職場体験実習、合同面接会を実施するなど就職支援を行いました。「伊丹市公共施

設再配置基本計画」に基づき、老朽化が進行し新耐震基準を満たさない中央公民館

の機能を、スワンホールへ移転するための大規模改修工事の設計を実施しました。 

次に、政策目標４『環境が大切にされ暮らしやすさと調和したまち』についてで

ありますが、古紙類や空き缶などの資源物を第三者が持ち去ることを禁止するため、

「伊丹市廃棄物の処理および清掃に関する条例」の一部を改正しました。子育てや

介護等の自助・共助とともに人口流入と定住化の促進を図るため、市外から転入す

る満４０歳未満の世帯を対象に、本市在住の親元との近居・同居するための費用を

補助しました。空家等に関する講演会等を開催し啓発を進めるとともに、倒壊等に

より周辺に危険が及ぶ恐れのある空家等の除却費用を補助することで、居住環境の

整備改善及び地域の活性化を図りました。都市計画道路山田伊丹線昆陽泉町工区の



事業認可を取得し、詳細設計等に着手するとともに、市道宮ノ前４０８５号線の電

線類地中化や市道昆陽車塚線において自転車レーン等の整備を進めました。放置自

転車対策として、阪急伊丹駅周辺において駐輪啓発指導員の効果的な配置を行うと

ともに、市内主要５駅にあります自転車等放置禁止区域啓発看板を分かりやすい記

載内容に更新しました。 

以上、平成３０年度の主な事業概要について、御説明いたしましたが、今後とも

限られた財源を必要な施策に集中させることにより、効率的で効果的な行財政運営

を行ってまいります。 

次に、特別会計について御説明申し上げます。 

収支の詳細につきましては、平成３０年度伊丹市特別会計歳入歳出決算附属書類

を御高覧いただくことといたしまして、事業内容を中心に御説明申し上げます。 

まず、平成３０年度伊丹市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算についてであ

りますが、歳入総額は前年度に比べ、１７．７％減の、２０７億６，３５７万３，

７１８円に、また歳出総額では１４．０％減の、２０４億４，２８４万７，２９０

円となっております。これら、歳入、及び歳出の減につきましては、平成３０年度

の国民健康保険制度改革により、国保財政の枠組みが大きく変更されたことによる

ものであります。 

歳入の国保税収入は、被保険者数の減少による影響等を受けて、現年度分の収納

額は、前年度に比べ、１億１４２万８，３５７円の減となり、制度改革によるもの

としましては、県が保険給付に必要な費用を交付金として拠出するため、県支出金

が、１２５億３，３３８万５，３４０円の増となったものの、前年度に比べ、国庫

支出金４８億４，０５５万８，８８１円、前期高齢者交付金５８億２４万９，５８

８円、共同事業交付金５２億８，２１７万９，５２０円が、それぞれ皆減となって

おります。繰入金につきましては、昨年度、国民健康保険財政調整基金を創設する

ため、一般会計の財政調整基金から国保分を繰り入れましたが、平成３０年度は、

こうした予算措置がなかったこと等により、９億７，２７８万６，８２１円の減と

なり、歳入は、４４億７，３６６万８，０８０円の減となっております。 

一方、歳出における医療費は、被保険者数の減少等により前年度に比べ、３億４，



１４３万４４８円の減となり、制度改革によるものとしましては、国民健康保険事

業費納付金が新設され、５４億２，３７１万３９８円の増となったものの、前年度

に比べ、後期高齢者支援金等２４億３，０１７万８，８６１円、介護納付金８億９，

９２４万６，６４７円、共同事業拠出金５２億１，１５０万６，３１２円が、それ

ぞれ皆減し、歳出は、３３億１，９３５万８，８６０円の減となっております。 

これらの結果、実質収支で、３億２，０７２万６，４２８円の黒字となり、この

額から、前年度実質収支額を差し引いた単年度収支では、１１億５，４３０万９，

２２０円の赤字となりますが、基金積立金を加えた実質的な単年度収支は、３，０

４６万１，２２０円の赤字決算となっております。 

なお、歳入歳出差引残額３億２，０７２万６，４２８円につきましては、平成３

１年度予算へ繰り越しております。 

次に、平成３０年度伊丹市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算についてで

ありますが、平成３１年３月３１日現在の被保険者数は、２万５，２３３人で、歳

入総額は、前年度に比べ、６．４％増の、２８億１，６６４万８，３７９円、また

歳出総額は、前年度に比べ、６．４％増の、２８億９４７万２，１４７円となって

おります。歳入総額から歳出総額を差し引いた実質収支額は、７１７万６，２３２

円となっております。 

次に、平成３０年度伊丹市介護保険事業特別会計歳入歳出決算についてでありま

すが、第７期介護保険事業計画の初年度となりました。歳入総額から歳出総額を差

し引いた実質収支額は、１億５，６４１万２，７４４円の黒字となっております。 

平成３１年３月３１日現在の要介護認定者数は、９，２２６人で、前年度に比べ、

７．５％の増で、介護給付費は、居宅介護サービス給付費等が、８４億２，５４７

万６，９１３円、施設介護サービス給付費等が、３６億５，４９７万９４６円で、

合計１２０億８，０４４万７，８５９円となっております。これは介護保険事業計

画を０．９％下回っております。 

また、地域支援事業費につきましては、介護予防・生活支援サービス事業費とし

て、５億８１５万９，１４３円、一般介護予防事業費として、１，５０６万１，１

１８円、包括的支援事業・任意事業費として、２億５，４８７万５，５２８円、合



計７億７，８０９万５，７８９円となっております。 

次に、平成３０年度伊丹市中小企業勤労者福祉共済事業特別会計歳入歳出決算に

ついてでありますが、市内の加入中小企業に勤務する、従業員の福利厚生の増進に

寄与するため、健康診断や家族招待事業等の福利事業、及び各種給付事業を実施い

たしました。会員数は、前年度と同じく、３３４社、被共済者数は、３１人減少し、

２，４１８人となりました。 

歳入歳出につきましては、歳入総額が共済掛金、繰越金、諸収入の減等により、

前年度に比べ、１．９％減の、３，０５５万７，９００円で、歳出総額は、施設使

用料、共済給付金の減等により、前年度に比べ、４．８％減の、２，９３７万８，

３８５円となり、歳入歳出、差し引きで、１１７万９，５１５円の剰余額が生じま

した。この剰余額につきましては、平成３１年度予算へ繰り越しております。 

次に、平成３０年度伊丹市農業共済事業特別会計歳入歳出決算についてでありま

すが、農作物共済の加入者は１８９人で、前年度に比べ、３．１％の減となりまし

た。また、共済金の支払いの対象となる被害の発生はありませんでした。 

園芸施設共済の加入者は１６人で、前年度並となりました。また、当年度は、風

水害が１４件発生し、２５棟に対し、４２７万３，０００円の共済金を支払いまし

た。 

次に、平成３０年度伊丹市鴻池財産区特別会計歳入歳出決算についてであります

が、１，１５４万８，１８９円をもって、財産区財産の管理等を行ったほか、基金

利子相当額等を、基金に積み立てました。 

次に、平成３０年度伊丹市荒牧財産区特別会計歳入歳出決算についてであります

が、３，１３１万９，５５７円をもって、財産区財産の管理等を行ったほか、基金

利子相当額等を、基金に積み立てました。 

次に、平成３０年度伊丹市新田中野財産区特別会計歳入歳出決算についてであり

ますが、９７３万３４円をもって、財産区財産の管理等を行ったほか、基金利子相

当額等を、基金に積み立てました。 

最後に、企業会計について御説明申し上げます。収支の詳細につきましては、平

成３０年度伊丹市各公営企業会計決算書を御高覧いただくことといたしまして、事



業内容を中心に御説明申し上げます。 

まず、平成３０年度伊丹市病院事業会計決算についてでありますが、平成３０年

度はデジタルＸ線ＴＶシステムの更新をはじめ、医療機器の整備を行うとともに、

外来等の館内ＬＥＤ照明器具改修工事を行い、適切な設備投資を図り、地域の中核

病院としての役割を果たしました。 

また、経営の健全化につきましては、入院及び外来の延患者数が増加したことや、

入院期間の適正化の実施等による患者１人１日当り収益の増加により、医業収益は

増加し、材料費等費用の増加を上回ったことにより、平成３０年度決算では、４億

６８４万２，２２１円の純利益を計上することができました。今後も、経営の効率

化に努め、「市立伊丹病院改革プラン」に沿って地域医療支援病院として、また、

地域がん診療連携拠点病院としての役割を果たしてまいります。 

次に、平成３０年度伊丹市水道事業会計決算についてでありますが、より安全で、

良質な水道水の安定供給に向け、前年度に引き続き、配水管の改良工事をはじめ、

千僧浄水場Ｃ(シー)配水(はいすい)池(ち)耐震補強工事、及び中央監視制御設備更

新工事を実施するなど、給水サービスの向上と、ライフラインとしての施設の高水

準化を図りました。収益的収支につきましては、収入において、水道料金収入が減

少しましたが、口径別納付金収入が増加したことや、支払利息及び固定資産売却損

が減少したことなどにより、３億７，０１４万１，１０８円の純利益を計上するこ

とができました。 

次に、平成３０年度伊丹市工業用水道事業会計決算についてでありますが、収益

的収支につきましては、収入において、長期前受金戻入(もどしいれ)の減により、

全体として減少しましたが、施設管理負担金や、減価償却費が減少したことなどに

より、７，８１７万４，８１１円の純利益を計上することができました。 

次に、平成３０年度伊丹市下水道事業会計決算についてでありますが、安定的な

下水道サービスの供給に向け、前年度に引き続き、国の補助金を活用した、汚水管

渠の更生工事や、鶴田雨水ポンプ場改築更新工事を実施するなど、浸水の防除や生

活環境の改善、公共用水域の水質保全などに取り組みました。 

収益的収支につきましては、収入において、下水道使用料収入が減少しましたが、



支払利息が大幅に減少したことなどにより、４億５，４４７万７，６１７円の純利

益を計上することができました。 

次に、平成３０年度伊丹市交通事業会計決算についてでありますが、平成３０年

度も「伊丹市交通事業経営戦略」で定めた投資・財政計画、並びに前期５カ年行動

計画である「第３次アクションプラン」の着実な推進に努めながら、市民の皆様に

安全・安心・快適に市営バスをご利用いただけるよう、様々な取組を行いました。 

主な事業としましては、車両更新計画に基づき大型乗合車両５両を更新したほか、

バス停留所諸施設の整備事業として、上屋４基、標柱４基の更新等を行ないました。 

損益につきましては、運輸収益ほか収入が予定額を下回ったものの、人件費や燃

料費等支出の不用額がそれを上回ったことから、当年度純利益は最終予算を若干上

回る、６９６万８，３６８円となりました。 

次に、平成３０年度伊丹市モーターボート競走事業会計決算についてであります

が、尼崎本場での開催の他、姫路・滝野・洲本・朝来の、４つの場外発売場の運営

を行う中、経営改善に取り組み、収益の確保に努めました。 

収益的収支につきましては、収入では、専用場外発売場の場外受託発売の売上は、

当初見込みを下回りましたが、電話投票の売上が好調に推移し、支出におきまして

も人件費をはじめ、経常経費の削減に取り組み、一般会計へ、２億円を繰り出した

うえで、３億２，０２８万８，２７１円の純利益を計上することができました。 

  

 


